
（ 住宅用防災警報器の設置及び維持に関する 基準）  

第 3 0 条の３  住宅用防災警報器は、 次に掲げる 住宅の部分（ 第２ 号から 第５ 号ま でに掲げる 住宅

の部分にあつては、令別表第１ ⑸項ロ に掲げる 防火対象物又は同表⒃項に掲げる 防火対象物の住

宅の用途に供さ れる 部分のう ち、 専ら 居住の用に供さ れる べき 住宅の部分以外の部分であつて、

廊下、 階段、 エレ ベータ ー、 エレ ベータ ーホール、 機械室、 管理事務所その他入居者の共同の福

祉のために必要な共用部分を 除く 。） に設けなければなら ない。（ ほ）  

 ⑴ 就寝の用に供する 居室（ 建築基準法第２ 条第４ 号に規定する 居室を いう 。第４ 号及び第５ 号

において同じ 。）（ ほ）  

 ⑵ 前号に掲げる 住宅の部分が存する 階（ 避難階（ 建築基準法施行令第 1 3 条第１ 号に規定する

避難階を いう 。 以下こ の条において同じ 。） を 除く 。） から 直下階に通ずる 階段（ 屋外に設けら

れたも のを 除く 。 以下こ の条において同じ 。） の上端（ ほ）（ み）  

 ⑶ 前２ 号に掲げる も ののほか、第１ 号に掲げる 住宅の部分が存する 階（ 避難階から 上方に数え

た階数が２ 以上であ る 階に限る 。） から 下方に数えた階数が２ である 階に直上階から 通ずる 階

段の下端（ 当該階段の上端に住宅用防災警報器が設置さ れている 場合を 除く 。）（ ほ）  

 ⑷ 第１ 号及び第２ 号に掲げる も ののほか、第１ 号に掲げる 住宅の部分が避難階のみに存する 場

合であつて、 居室が存する 最上階（ 避難階から 上方に数えた階数が２ 以上である 階に限る 。）

から 直下階に通ずる 階段の上端（ ほ）  

 ⑸ 前各号の規定によ り 住宅用防災警報器が設置さ れる 階以外の階のう ち、床面積が７ 平方メ ー

ト ル以上である 居室が５ 以上存する 階（ こ の号において「 当該階」 と いう 。） の次に掲げる い

ずれかの住宅の部分（ ほ）  

  ア 廊下 

  イ  廊下が存し ない場合にあつては、 当該階から 直下階に通ずる 階段の上端 

  ウ  廊下及び直下階が存し ない場合にあつては、当該階の直上階から 当該階に通ずる 階段の下

端 

２  住宅用防災警報器は、 天井（ 天井のない場合にあつては、 屋根。 こ の項において同じ 。） 又は

壁の屋内に面する 部分の次に定める 位置に設けなければなら ない。（ ほ）  

 ⑴ 天井の屋内に面する 部分に設ける 場合にあつては、 壁又ははり から の距離が 0 .6 メ ート ル

以上の位置（ ほ）  

 ⑵ 壁の屋内に面する 部分に設ける 場合にあつては、天井から の距離が下方 0 .1 5 メ ート ル以上

0 .5 メ ート ル以内の位置（ ほ）  

３  前項の場合において、 住宅用防災警報器は、 換気口等の空気吹出し 口から 、 1 .5 メ ート ル以上

離れた位置に設けなければなら ない。（ ほ）  

４  住宅用防災警報器は、次の表の左欄に掲げる 住宅の部分の区分に応じ 、同表の右欄に掲げる 種

別のも のと し なければなら ない。（ ほ）  

 

住宅の部分 住宅用防災警報器の種別 

第１ 項各号（ 第５ 号アを 除く 。） に掲げる

住宅の部分 

光電式住宅用防災警報器（ 住宅用防災警報器及び

住宅用防災報知設備に係る 技術上の規格を 定める

省令（ 平成 1 7 年総務省令第 1 1 号。 以下こ の章に

おいて「 住宅用防災警報器等規格省令」 と いう 。）

第２ 条第４ 号に規定する 光電式住宅用防災警報器

を いう 。 こ の表において同じ 。）  



第１ 項第５ 号アに掲げる 住宅の部分 イ オン化式住宅用防災警報器（ 住宅用防災警報器

等規格省令第２ 条第３ 号に規定する イ オン 化式住

宅用防災警報器を いう 。） 又は光電式住宅用防災警

報器 

５  住宅用防災警報器は、住宅用防災警報器等規格省令に定める 技術上の規格に適合する も のでな

ければなら ない。（ ほ）  

６  住宅用防災警報器は、 前各項に定める も ののほか、 次に掲げる 基準によ り 設置し 、 及び維持し

なければなら ない。（ ほ）  

 ⑴ 電源に電池を 用いる 住宅用防災警報器にあつては、当該住宅用防災警報器を 有効に作動でき

る 電圧の下限値と なつた旨が表示さ れ、又は音響によ り 伝達さ れた場合は、適切に電池を 交換

する こ と 。（ ほ）  

 ⑵ 電源に電池以外から 供給さ れる 電力を 用いる 住宅用防災警報器にあつては、正常に電力が供

給さ れる よ う にする こ と 。（ ほ）  

 ⑶ 電源に電池以外から 供給さ れる 電力を 用いる 住宅用防災警報器の電源は、分電盤と の間に開

閉器が設けら れていない配線から と る こ と 。（ ほ）  

 ⑷ 電源に用いる 配線は、 電気工作物に係る 法令の規定によ る こ と 。（ ほ）  

 ⑸ 自動試験機能（ 住宅用防災警報器等規格省令第２ 条第５ 号に規定する 自動試験機能を いう 。

次号において同じ 。） を 有し ない住宅用防災警報器にあつては、 交換期限が経過し ないよ う 、

適切に住宅用防災警報器を 交換する こ と 。（ ほ）  

 ⑹ 自動試験機能を 有する 住宅用防災警報器にあつては、機能の異常が表示さ れ、又は音響によ

り 伝達さ れた場合は、 適切に住宅用防災警報器を 交換する こ と 。（ ほ）  

 

【 解説】   

本条は、 住宅用防災警報器の具体的な設置及び維持の基準を 定めたも のである 。  

住宅用防災警報器の設置場所については、 ①住宅火災の実態を 踏ま えて、 住宅火災によ る 死者数

の低減に資する と 考えら れる 住宅の部分に設置及び維持を 義務付ける こ と 、 ②住宅防火対策は、 本

来自己責任の分野と 考えら れる こ と から 、 設置及び維持を 義務付ける 住宅の部分は必要最小限と す

る こ と を 基本的な考え方と し て、 第１ 項各号に掲げる 住宅の部分に設置し なければなら ないと さ れ

ている 。  

令別表第１ ⑸項ロ に掲げる 防火対象物又は同表⒃項に掲げる 防火対象物の住宅の用途に供さ れる

部分のう ち、 専ら 住居の用に供さ れる べき 住宅の部分以外の部分、 すなわち、 廊下､階段、 エレ ベー

タ ー、 エレ ベータ ーホール、 機械室、 管理事務所、 その他入居者の共同の福祉のために必要な共用部

分は除かれる 。  

ま た、 事務所内に有する 就寝の用に供する 守衛室、 仮眠室、 管理人室も 、 除かれている 。  

令別表第１ に掲げる 用途の防火対象物の一部が住宅の用途に供さ れている 防火対象物であっ て、

令第１ 条の２ 第２ 項後段の規定によ り 当該用途に含ま れる も のと さ れた場合の当該住宅の用途に供

さ れる 部分は、 対象と なる 。 以下の質疑等を 参照さ れたい。  



 

問１   法第９ 条の２ 第１ 項に規定する 「 住宅の用途に供さ れる 防火対象物」 の取扱いについて、

モータ ーハウ ス 、 ト レ ーラ ーハウ ス を 固定し 、 住宅と し て使用し ている 場合は、 住宅用防災 

警報器等の設置は必要か。  

( 答)   法第９ 条の２ 第１ 項は、 「 住宅の用途に供さ れる 防火対象物」 と 規定し ている こ と から 、  

モータ ーハウ ス 、 ト レ ーラ ーハウ ス と いっ た形態にかかわら ず、 住宅の用途に供さ れる 防火

対象物である 場合は、 法令に従っ た住宅用防災警報器等の設置が必要である 。  

 

問２   事務所内に存する 寝室の用途に供する 守衛室及び仮眠室は、 法第９ 条の２ 第１ 項の適用を

受ける か。 ま た、 認知症高齢者グループホーム 等のう ち小規模で自動火災報知設備が設置さ  

れない防火対象物については、 法第９ 条の２ 第１ 項の適用を 受ける か。  

( 答)   前段については、 法第９ 条の２ 第１ 項の適用を 受けないも のと 解する 。  

   後段については、施設の管理形態等は多種多様なも のである が、令別表第１ ⑸項ロ と なる 施

設又はその部分には、 法第９ 条の２ 第１ 項の適用を 受ける も のであ る  

 

問３   ホーム セン タ ー等でキッ ト で販売さ れている ロ グハウ ス（ 約６ 平方メ ート ル） を 子供の勉強

部屋兼寝室と し て使用し ている 場合、 住宅に該当する か。  

( 答)   住宅に該当する 。  

 

問４   週末等に利用する 別荘は、 住宅に該当する か。  

( 答)   住宅に該当する 。  

 

問５   警察の駐在所は、 住宅に該当する のか。  

( 答)   住居部分は、 住宅に該当する 。  

 

問６   「 消防法の一部改正に伴う 共同住宅の取り 扱いについて（ 昭和 3 6 年８ 月１ 日自消乙予発第

1 1 8 号）」 及び「 共同住宅等に係る 消防用設備等の技術上の基準の特例について（ 昭和 5 0 年

５ 月１ 日消防安第 4 9 号）」 の特例を 適用し 、 自動火災報知設備を 免除し た共同住宅等の寝室

にも 住宅用火災警報器の設置は必要か。 ま た、 令第 3 2 条を 適用し 感知器を 免除し た場合の取

り 扱いはど う する のか。  

( 答)   前段、 後段と も 、 住宅用防災警報器の設置は必要である 。  

 

問７   消防出張所の仮眠室には住宅用防災警報器の設置が必要か。  

( 答)   住居の用に供し ていないため、 住宅用防災警報器の設置は不要である 。  

 

問８   管理人又は警備員が夜間に宿泊勤務する 管理人室等に、 住宅用防災警報器の設置は必要か。 

( 答)   管理人室等は、 住宅の用に供し ていないため、 設置は不要である 。  

 

問９   建設現場での仮設の住宅に、 住宅用防災警報器は必要か。  

( 答)   一時的であっ ても 、 住宅の用途に供する 場合は、 住宅用防災警報器を 設置する 必要があ る 。 



問 1 0  住宅で、 現に誰も 居住し ていない建物又は共同住宅、 社宅、 寄宿舎等で、 入居者のいない室

に住宅用防災警報器の設置は必要か。  

( 答)   設置の必要はない。  

 

問 1 1  警察官が交代で 2 4 時間勤務する 交番の仮眠室は、 広島市火災予防条例（ 以下「 条例」 と い

う 。） 第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号で規定する 就寝の用に供する 居室に該当する か。  

( 答)   該当し ない。  

 

問 1 2   マン ショ ン 等のゲス ト ルーム に、 住宅用防災警報器の設置は必要か。  

( 答)   ゲス ト ルーム は、 住宅と は解せないため、 住宅用防災警報器の設置は必要ない。  

 

問 1 3  それぞれが行き 来でき ない２ 世帯住宅の場合、 住宅用防災警報器の設置場所はど のよ う な考

え方で設置する ばよ いのか。  

( 答)   それぞれが行き 来でき ない２ 世帯住宅は、 それぞれ別の住宅と し て法第９ 条の２ の適用を す

る も のと する 。  

 

問 1 4  住宅以外の用途と し て使用し ていた既存の建築物を 、 平成 1 8 年６ 月１ 日から 平成 2 3 年５

月 3 1 日ま での間に住宅と し て使用し た場合、住宅と し て使用を 開始し たと き に住宅用防災警報

器の設置義務が生じ る のか。  

( 答)   お見込みのと おり 。  

 

問 1 5  １ 階が店舗、 ２ 階が住宅である 店舗併用住宅の場合、 住宅に上がる ための階段に住宅用防災

警報器は必要か。  

( 答)   住宅に上がる ための階段は、 共用部分と みなし て住宅用防災警報器の設置は不要と する 。  

 

問 1 6  下図のよ う な２ 階建て長屋式住宅において、 ２ 階の住戸はそれぞれ専用の階段を 有し ている

場合、 各階段に住宅用防災警報器は必要か。  

( 答)   設問の構造の長屋式住宅については、２ 階住戸に上がる 階段部分に住宅用防災警報器の設置

は要し ない。  
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２ 階住居専用の入口 



１  １ 項 

⑴ １ 号（ 就寝の用に供する 居室）   

「 就寝の用に供する 居室」 と は、 確認申請等さ れた計画上の「 寝室」 に限ら ず、 通常の使用

実態に着目し た「 寝室」 である 。  

例えば、 子供が就寝する 子供部屋や、 日中、 居間と し て用いている 居室に、 就寝時に布団を  

敷いて寝る 部屋も 、 就寝の用に供する 居室に該当する 。 ま た、 季節に応じ て就寝する 室を 変更 

し ている 場合は、 就寝し ている 期間については、 就寝する 居室に該当し 、 通常の生活において 

就寝の用に供し ていない居室、 例えば、 一時的に就寝の用に供する 客間等の場合は、 就寝する  

居室には該当し ない。 （ 別図）  

⑵ ２ 号（ 就寝の用に供する 居室が存する 階（ 避難階を 除く 。 ） から 直下階に通ずる 階段）  

階段は階と 階を つなぐ 住宅の部分であ り 、 「 階段の上端」 と は、 例えば２ 階から １ 階に通じ

る 階段の場合、 ２ 階の踊り 場等の部分、 ３ 階から ２ 階に通じ る 階段の場合、 ３ 階の踊り 場等の

部分と なる 。 し たがっ て、 住宅用防災警報器は、 こ れら の部分の天井又は天井に近い壁に設置

する こ と 。 （ 別図）   

⑶ ３ 号（ 就寝の用に供する 居室が存する 階（ 避難階から 上方に数えた階が２ 以上である 階に限

る 。 ） から 下方に数えた階数が２ である 階に直上階から 通ずる 階段の下端）  

こ れは、 例えば、 ３ 階建て以上の住宅において、 ３ 階のみに就寝の用に供する 居室が存す 

る 場合は、 ２ 階から １ 階に通ずる 階段の下端を いう も のである 。   

⑷ ４ 号（ 就寝の用に供する 居室が存する 階が避難階のみに存する 場合に、 居室が存する 最上階

（ 避難階から 上方に数えた階が２ 以上である 場合に限る 。 ） から 直下階に通ずる 階段の上端）  

こ れは、 例えば、 ３ 階建ての住宅において、 避難階である １ 階のみに就寝の用に供する 室が

存し 、かつ、３ 階にも 居室がある 場合に、３ 階から ２ 階に通ずる 階段の上端を いう も のである 。

（ 別図）  

⑸ ５ 号（ 床面積が７ 平方メ ート ル以上である 居室が５ 以上存する 階の廊下等）  

こ れは、 例えば、 １ 階に７ 平方メ ート ルを 超える 居室が５ 以上存し 、 １ 階以外にある 居室を

就寝の用に供する 居室と し ている 場合は、 １ 階の廊下等に住宅用防災警報器の設置が必要と な

る 。 なお、 ７ 平方メ ート ルと は、 通常、 四畳半以上の広さ の部屋が該当する も のである 。 （ 別

図）  



別 図 

 

⑴ 平屋建住宅設置例 

※ 就寝の用に供する 居室が一室のみの場合 

                        条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号 

  

 

            ◎ 

                           

 

 

 

⑵ 二階建住宅設置例 

ア 就寝の用に供する 居室が１ 階に一室のみの場合 

  条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号 

  

 

 

 

 

 

◎ 

 

 廊下 

 

 

 

イ  就寝の用に供する 居室が２ 階に一室のみの場合 

  条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号       条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寝室 居室 台所 

寝室 廊下 台所 

居室 居室 

居室 寝室 

居室 廊下 台所 

◎ ◎ 



 

 

ウ  就寝の用に供する 居室が１ 階、 ２ 階に一室のみの場合 

  条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号       条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号 

 

 

                     ◎       ◎ 

 

 

 

 ◎ 

 

 

 

 

⑶ 三階建住宅設置例 

ア 就寝の用に供する 居室が３ 階に一室のみの場合 

    条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号       条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号 

 

 

 

                   

 

 

 

                   

 

 

 

                     

 

 

 条例第 3 0 条の３ 第１ 項第３ 号 

 

 

 

 

 

 

 

居室 寝室 

寝室 廊下 台所 

寝室 居室 

居室 

居室 
台所 

居室 

居室 

◎ ◎ 

◎ 



 

イ  就寝の用に供する 居室が１ 階及び３ 階の場合 

    条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号       条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号 

 

 

              

                   

 

 

 

                   

 

 

   

                     

 

 

 

条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号      条例第 3 0 条の３ 第１ 項第３ 号 

 

ウ  就寝の用に供する 居室が１ 階の一室のみの場合 

                     条例第 3 0 条の３ 第１ 項第４ 号 

 

 

                    

                   

 

 

 

                   

 

 

                      

 

 

 

条例第 3 0 条の３ 第１ 項１ 号       

 

 

 

寝室 居室 

居室 

居室 
台所 

居室 

寝室 

居室 

居室 

居室 台所 

居室 

寝室 

居室 

◎ 

◎ 

◎ ◎ 

◎ ◎ 



⑷ 一階の階に７ 平方メ ート ル以上の居室が５ 以上存する 住宅設置例 

ア 就寝の用に供する 居室が２ 階に一室の場合 

  条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号        条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号 

  

 

                    ◎        ◎ 

 

 

 

◎ 

    

  

 

 

 

条例第 3 0 条の３ 第１ 項第５ 号 

 

 

イ  就寝の用に供する 居室が１ 階及び２ 階の場合 

  条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号        条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号 

  

 

                    ◎        ◎ 

 

 

 

◎ 

 

  

 

 

 

条例第 3 0 条の３ 第１ 項第１ 号 

 

 

 

 

 

 

 

廊下 居室

居室 寝室 

居室 居室 居室 居室 居室 居室 

廊下 

居室 寝室 

居室 寝室 居室 居室 居室 



なお、 以下の質疑応答を 参照さ れたい。  

 

問１  新築住宅の場合、 ど の部屋に設置する のか。  

( 答)  居住者が寝室と し て計画し ている 部屋に設置する も のと する 。  

 

問２  連続し た寝室が、 上部に欄間その他の空間を 共有する 場合、 住宅用防災警報器は、 ど ちら かの

寝室に１ 個設置すれば足り る か。  

ま た、 寝室が三部屋連続し ている 場合はど う か。  

( 答)   前段については、 天井から 下方におおむね 5 0 セン チメ ート ル以内の部分が次の場合、 お見

込みのと おり 。  

① 欄間の場合 

② その他の空間（ 部屋幅の２ 分の１ 以上が開放） を 有する 場合 

後段については、 前記空間によ り 寝室が三部屋以上連続し ている 場合、 二部屋につき 住宅用

防災警報器１ 個を 設置する こ と 。  

 

問３  条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号で定める 階段が二箇所ある 住宅については、それぞれの階段に

住宅用防災警報器を 設置し なければなら ないのか。  

( 答)  右図の例によ り 、 火災の感知に有効と 思 

われる いずれかの階段に設置すれば足り る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４  階段が、 １ ・ ２ 階用と ２ ・ ３ 階用が直通と なっ ていない場合、 条例第 3 0 条の３ 第１ 項第４ 号

で定める 住宅用防災警報器はど の位置に設置すべき か。  

 

( 答)  右図の例によ り 、 居室がある 階から 、  

直下階に通じ る 階段の上端に設置する 。  

 

 

 

 

 

 

○寝  
Ｓ Ｓ 

Ｓ 

○寝  

Ｓ 

Ｓ 

○居  

○居  

○居  



 

問５  本宅と は別棟の、 寝室のない居間、 客間、 書斎等と し て使用し ている 建築物で、 各階に居室が

５ 部屋（ いずれも ７ 平方メ ート ル以上） 以上ある 場合、 住宅用防災警報器の設置は必要か。  

( 答)  条例第 3 0 条の３ 第１ 項第５ 号は、 同項第１ 号の就寝の用に供する 居室がある 住宅の階につい

ての規定であり 、当事例のよ う に寝室のない住宅については、住宅用防災警報器の設置は必要な

い。  

 

問６  天井のない建築物の場合、屋内に面する 屋根又は壁のど の位置に住宅用防災警報器を 設置すれ

ばよ いか。  

( 答)  条例第 3 0 条の３ 第２ 項及び第３ 項に適合する 位置に設置する こ と 。  

 

２  ２ 項 

住宅用防災警報器は、 天井（ 天井のない場合にあっ ては､屋根） 又は壁の屋内に面する 部分に、

火災の発生を 未然に又は早期に、 かつ、 有効に感知する こ と ができ る よ う に設置する こ と と さ れ

ている が、 具体的には、 以下のと おり である 。  

⑴ １ 号                              図 １  

天井の屋内に面する 部分に設ける 場合に        

あっ ては， 壁又ははり から の距離が 0 .6 メ  

ート ル以上の位置に設置し なければなら な 

い。 （ 図１ ）  

こ の場合の距離は、 住宅用防災警報器の 

感知部の中心ま での位置と する こ と 。  

⑵ ２ 号                              図 ２  

   壁の屋内に面する 部分に設ける 場合にあっ    

ては， 天井から の距離が下方 0 .1 5 メ ート ル 

以上 0 .5 メ ート ル以内の位置に設置し なけれ 

ばなら ない。 （ 図２ ）  

   なお、 壁と はり が一体と なっ ており 、 当該 

はり の部分に設置し た場合、 壁に設置し た場 

合と 同等に火災を 感知でき る と 認めら れる 状 

態にある と き は、 当該はり に設置し て差し 支 

えない。  

 

３  第３ 項                             図 ３  

住宅用防災警報器は， 換気口等の空気吹出し             

口から 、 1 .5 メ ート ル以上離れた位置に設けな 

ければなら ない。 （ 図３ ）  

  換気口等と は､火災によ る 煙を 感知する 障害 

と なる よ う な換気口、 エアコ ン の吹出し 口その 

他こ れに類する も のを いい、 住宅用防災警報器 

 

 



の機能に支障を 及ぼすおそれがある も のが該当 

する 。  

 

４  第４ 項 

⑴ 住宅用防災警報器については， 光電式又はイ オン 化式に分けら れる 。 光電式は全ての場所に

設置する こ と ができ る が、 イ オン 化式のも のを 設けてよ いと さ れている のは、 第１ 項第５ 号の

廊下等のみに限ら れている 。  

⑵ 放射性同位元素等によ る 放射線障害の防止に関する 法律（ 昭和 3 2 年法律第 1 6 7 号。 以下「

放射線障害防止法」 と いう 。 ） が平成 1 6 年に改正さ れ､一定数量以上のアメ リ シウ ム 2 4 1 を 装

備する イ オン 化式住宅用防災警報器及びイ オン 化式感知器（ 以下「 イ オン 化式感知器等」 と い

う 。 ） が放射線障害防止法第２ 条第３ 項に定める 「 放射性同位元素装備機器」 に該当する こ と

と なっ た。 （ 平成 1 7 年６ 月１ 日施行）  

なお、 放射性同位元素等によ る 放射線障害の防止に関する 法律施行令の一部を 改正する 政令

（ 平成 1 7 年政令第 1 7 8 号） 附則によ り 、 平成 1 9 年３ 月末ま でに製造又は輸入さ れたイ オン

化式感知器等について放射線障害防止法の一部の規定が適用除外さ れている が、 廃棄及び廃棄

に係る 罰則等については適用除外さ れていない。  

   し たがっ て、 イ オン 化式感知器等を 廃棄する 場合は、 みだり に廃棄せず、 購入元若し く は製

造メ ーカー等に問い合わせこ れら の者に返却する 、 又は放射線障害防止法に定める 許可届出使

用者若し く は許可廃棄業者に廃棄を 委託する 必要がある 。  

 

５  第５ 項  

住宅用防災警報器は、住宅用防災警報器等規格省令で定める 技術上の規格に適合し なければなら

ないと さ れている 。  

技術上の規格関係を 表にま と める と 次のよ う になる 。  

〇住宅用防災警報器等と 技術上の規格を 定める 省令の関係 

住宅用防災機器 その部分 技術上の規格を 定める 省令 

住宅用防災警報器  
住宅用防災警報器等規格省令 

 

 

 

住宅用防災報知設備 

補助警報装置 

中継器 
中継器に係る 技術上の規格を 定める 省令 

（ 昭和 5 6 年自冶省令第 1 8 号）  

受信機 
受信機に係る 技術上の規格を 定める 省令 

（ 昭和 5 6 年自冶省令第 1 9 号）  

感知器 
火災報知設備の感知器及び発信機に係る 技術上

の規格を 定める 省令（ 昭和 5 6 年自冶省令第 1 7 号） 

 

住宅用防災警報器等が住宅用防災警報等規格省令に適合し ている こ と を 確認する 方法と し ては、

例えば、 日本消防検定協会の表示（ いわゆる 「 NS マーク 」） を 参考にする 、 当該住宅用防災警報

器の製造事業者等にその性能を 問い合わせる 等の方法が考えら れる 。  

なお、 こ の技術上の規格は、 法第 2 1 条の２ 第２ 項に定める「 検定対象機械器具等」 に係る 技術

上の規格と 異なる 体系のも のである 。  

 



なお、 次の質疑応答を 参照さ れたい。  

 

問 住宅用防災警報器の設置については東京消防庁が先行し て条例化し ている こ と から 、 東京消防

庁が認定し た住宅用防災警報器が商品と し て流通する も のと 予想さ れる が、 当該住宅用防災警報

器も 規格省令に適合し たも のと し て取り 扱う のか。  

( 答)  住宅用防災警報器等規格省令に適合し ている 住宅用防災警報器のみ、 当市の条例に適合する 。 

 

６  第６ 項 

住宅用防災警報器は、 次に掲げる 基準によ り 設置し 、 及び維持し なければなら ない。  

 ⑴ １ 号  

電源に電池を 用いる 住宅用防災警報器にあつては、当該住宅用防災警報器を 有効に作動でき る

電圧の下限値と なっ た旨が表示さ れ、又は音響によ り 伝達さ れた場合は、適切に電池を 交換する

こ と 。 なお、 火災の場合の警報、 故障等異常時の警報又は電池切れによ る 警報それぞれの警報音

の違いは、 各住宅用防災警報器と も 明確に警報音量、 警報音の間隔等を 変えている が、 詳細は、

メ ーカー又は機種ご と に相違し ている ため、 取扱説明書によ る こ と 。  

 ⑵ ２ 号 

電源に電池以外から 供給さ れる 電力を 用いる 住宅用防災警報器にあ っ ては、正常に電力が供給

さ れる よ う にする こ と 。正常に電力が供給さ れている こ と と は、通常の商用電力が供給さ れてい

れば足り る も のであ り 、 停電時等においてま で電力の供給を 求める も のでないこ と 。（ 非常電源

の附置は要し ないこ と 。）  

 ⑶ ３ 号 

電源に電池以外から 供給さ れる 電力を 用いる 住宅用防災警報器の電源は、分電盤と の間に開閉

器が設けら れていない配線から と る こ と 。 分電盤にある アン ペアブレ ーカー、 漏電遮断機、 配電

用遮断機等は、 分電盤と の間の開閉器には該当し ないこ と 。 開閉器と は、 通常のス イ ッ チ等を 想

定し ている こ と 。  

ま た、 受信部の内部に設けら れている ス イ ッ チは「 開閉器」 に該当し ないも のと する 。 なお、

分電盤と 受信部と の配線の間、受信部と 住宅用防災警報器の配線の間、住宅用防災警報器相互の

配線に「 開閉器」 を 設けてはなら ない。  

 ⑷ ４ 号 

電源に用いる 配線は、 電気工作物に係る 法令の規定によ る こ と 。 なお、 一般家庭における 分・

配電盤から 電源を 取る 工事は、 電気工事士法第３ 条によ り 電気工事士の資格が必要である 。  

 ⑸ ５ 号 

自動試験機能（ 住宅用防災警報器等規格省令第２ 条第５ 号に規定する 自動試験機能を いう 。⑹

において同じ 。） を 有し ない住宅用防災警報器にあつては、 交換期限が経過し ないよ う 、 適切に

住宅用防災警報器を 交換する 必要がある 。なお、住宅用防災警報器を 有効に作動でき る 電圧の下

限値と なっ たこ と を 7 2 時間以上点滅表示等によ り 自動的に表示し 、 又はその旨を 7 2 時間以上

音響によ り 伝達する こ と ができ る よ う になっ ている 。  

住宅用防災警報器等の交換期限は、 出荷時等を 起点と し て最大 1 0 年を 目途と し ている 。  

 ⑹ ６ 号 

自動試験機能を 有する 住宅用防災警報器にあつては、機能の異常が表示さ れ、又は音響によ り



伝達さ れた場合は、 適切に住宅用防災警報器を 交換する こ と 。  

   自動試験機能を 有する 住宅用防災警報器にあつては、機能の異常を 7 2 時間以上点滅表示等に

よ り 自動的に表示し 、又はその旨を 7 2 時間以上音響によ り 伝達する こ と ができ る よ う になっ て

いる 。  


